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1．研究の背景と問題意識 

BIPROGY 株式会社（以下、BIPROGY）は、SI市場の競争構造変化、生成 AIをはじめとする

技術進展、社会的価値への期待の高まりなど、大きな経営環境の変化に直面している。クラ

ウドサービスや SaaS、専業ベンダーの台頭、開発・運用の自動化により、SI企業に求めら

れる役割は、従来の受託開発から、顧客との共創による事業構想や業務変革の支援へ広がっ

ている。こうした変化に対応するため、BIPROGY は 2021 年に「Purpose」と「Vision2030」

を制定し、翌年、日本ユニシス株式会社から商号を変更した。 

Vision2030では、「わたしたちは、デジタルコモンズを誰もが幸せに暮らせる社会づくり

を推進するしくみに育てていきます。」を掲げ、多様な主体との共創を通じ、社会的価値と

経済的価値を両立することを目指している。 

筆者は、当社が長年、顧客企業の重要な情報システムを支え、社会や産業の基盤づくりに

関わってきた歴史を踏まえ、Vision2030 に、培ってきた顧客基盤、業界知識、技術力、実装

力を生かし、顧客やパートナーと社会課題の解決に挑み、新しい仕組みを社会へ実装する企

業への将来像を強く感じている。 

Vision2030は、経営方針、社内行事、研修、対話活動等の場で繰り返し示され、組織内で

一定程度認知されている。しかし、今回インタビューしたミドルマネージャーは、その存在

と目指す方向を認識したうえで、「自分の業務とのつながりが見えにくい」「判断に使う機会

が少ない」と語った。これは、このビジョンが社員に浸透していないというよりも、知って

いても仕事へ引き寄せて使いにくい状態を示している。 

案件判断、投資判断、新規事業評価、人材配置等の日常の判断においても、Vision2030が

積極的に活用されているとは言い難く、新規・成長事業では短期的な成果と中長期的な投資

の間で迷いが生じやすい。本 GP では、この隔たりを社員個人の理解不足だけに求めず、ビ

ジョンを日常の判断へ具体化する組織的な仕組みが整備されていないことの問題として捉

える。 

2．リサーチクエスチョン：ビジョンの機能化 

本 GPは、Vision2030が社内で一定程度認知されながら、日常判断に十分活用されていな

い理由を明らかにし、その隔たりを埋める仕組みを検討する。リサーチクエスチョンは次の

とおりである。 

「なぜ、BIPROGY の Vision2030 は、組織内で一定程度認知されながらも、現場の日常判

断に十分活用されていないのか。そして、どうすれば、Vision2030 を判断の拠りどころと

して機能させられるのか。」 

本 GPでは、単にビジョンを認知・理解・共感するだけでなく、事業戦略、部門方針、業

務プロセス、日常判断へと反映される状態を「ビジョンの機能化」と定義する。 
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3．先行研究・主要理論：三観点の導出 

理念やビジョンの浸透に関する先行研究では、理念の浸透は「認知」、「理解」、「共感」、

「行動への反映」という段階を経て進むとし、その過程で、管理者の働きかけや、職場での

対話、組織的な施策が重要であることを示している（粟野，2022；高尾・王，2011，2012；

田中，2016）。 

一方、理念やビジョンが日常判断や業務プロセスでどのように使われるかには、なお検討

の余地がある。そこで本 GPでは、ビジョンを判断基準として使える言葉へ具体化し、その

実践を組織として支える仕組みに着目した。 

理念・ビジョン浸透研究に、共有ビジョンを対話と実践へつなぐ学習する組織論（Senge，

1990）、目的・情報・規則・評価等が判断を方向づける意思決定前提論（Simon，1947）を組

み合わせた。前者からは対話と学習、後者からは判断前提と業務への組み込みを捉え、さら

に翻訳、知識創造・場、見えざる資産の視点を加えた。これらを横断的に整理し、ビジョン

を現場の判断へつなぐ三つの観点を導出した。 

第一は「ビジョンの翻訳」である。これは、Vision2030 を抽象的な理念として示すだけ

でなく、事業や部門の顧客価値、競争優位、投資、人材育成、リスクなど、現場で実際に判

断できる具体的な言葉へ置き換えることである。 

第二は「翻訳の支援」である。経営のメッセージを現場へ伝える役割を担うミドルマネー

ジャーが、部門の実情に応じてビジョンを解釈し、対話を通じて組織へ浸透させられるよう、

対話の場や時間、解釈材料、伴走支援、評価・称賛などを組織として整備することである。 

第三は「業務プロセスへの埋め込み」である。会議や案件審査、投資判断、目標設定、人

事評価、振り返りなどの日常業務の中に、「Vision2030 とどのように関係するか」を確認す

る仕組みを組み込み、ビジョンを日常的な判断基準として活用できるようにすることであ

る。 

図 1 先行研究・主要理論から三観点を導出する過程 

 
出所：筆者作成 
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4．仮説：三観点の連動と学習還流 

本 GPでは、三観点は独立した施策ではなく、相互に連動することが重要であると考えた。

さらに、現場で得られた成果や失敗、気付きなどを各観点の見直しへ戻す「学習還流」も不

可欠であると考えた。そこで仮説を次のように設定した。 

「ビジョンの翻訳」「翻訳の支援」「業務プロセスへの埋め込み」の三観点が相互に連動

し、さらに実践から得られた学びが継続的に各観点の見直しへと還流することによって、

ビジョンが日常の判断の拠りどころとして機能するようになる。 

図 2 ビジョンの機能化を支える三観点の連動と学習還流 

 

 

5．仮説の検証：先行 2 社による検証と BIPROGY の分析 

仮説の妥当性を検証するため、理念やビジョンが日常の判断や実践に活用されている企

業として、味の素グループとオムロンを対象に分析をおこなった 。公開資料と関係者イン

タビューをもとに三観点に関する施策の有無だけでなく、それぞれがどのように運用され、

相互に連動し、実践からの学びを還流させているかを確認した。 

そのうえで、同じ分析枠組みを BIPROGYに適用し、経営文書、社内資料、討議・対話記録、

制度・業務プロセス、インタビュー内容を分析することで、先行 2社との違いを明らかにし

た。 

5．1 事例分析①：味の素グループ 

味の素グループでは、「ASV（Ajinomoto Group Creating Shared Value）」を中核に据え、

パーパスやビジョンを事業判断に活用する仕組みが構築されていることが確認できた。社

会的価値と経済的価値を両立するという考え方を事業戦略や研究開発、投資判断、目標管理、

表彰制度などへ具体的に反映し、それらを長期間にわたり継続的に運用している。また、実

践から得られた成果や課題を評価制度や運用方法の改善へ反映することで、ビジョンを「掲

げる理念」ではなく、「日常の判断基準」として機能させていることが明らかになった。 

出所：筆者作成 
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5．2 事例分析②：オムロン株式会社 

オムロンでは、企業理念を長期ビジョン「SF2030」や部門方針へ展開し、職場での対話や

実践共有、表彰制度、エンゲージメントサーベイなどを組み合わせながら理念の実践を支え

ていた。特に、実践事例の共有や継続的な対話を通じて、理念を日常業務へ結び付ける仕組

みが整備されていた。一方で、投資判断や稟議への明示的な組み込みについては限定的であ

り、三つの観点の実践方法には企業ごとの違いも見られた。 

5．3 自社分析：BIPROGY株式会社 

これに対し、BIPROGY では Vision2030 の認知度は高く、経営方針や社内対話を通じた

浸透活動も行われている。しかし、Vision2030 を事業や部門の判断基準として具体化する

取り組みや、ミドルマネージャーが現場でビジョンを解釈・対話できるよう支援する仕組み、

さらに会議や投資判断、人事評価などの業務プロセスへ組み込む仕組みはいずれも限定的

であった。その結果、Vision2030 は「理解されているが、日常の意思決定には十分活用さ

れていない」状態にあることが確認された。 

6．考察：仮説の検証結果と BIPROGY への示唆 

先行 2社では、ビジョンの具体化、ミドルによる解釈と対話の支援、会議や制度への組み

込みが一つの流れとして運用され、実践の成果や課題が戦略や支援の見直しへ還流してい

た。個別施策が存在するだけでなく、繰り返し使われ、測定や振り返りを通じて更新される

ことが、ビジョンを判断基準として持続させている。つまり、三観点の連動と学習還流は、

ビジョンの機能化を支える有力な条件となり得ると考える。 

一方、BIPROGYでは、三つの観点に関する取り組み自体は存在するものの、それぞれが個

別に運用されており、一体的な仕組みとして十分に連動していない。そのため、Vision2030

が経営層から発信されても、現場では短期的な収益や品質、納期など従来の評価指標が優先

され、ビジョンに基づく判断へ結び付いていないと考えられる。 

したがって、BIPROGY に求められるのは、新たな理念浸透活動を追加することではなく、

既存の制度や業務プロセスを見直し、「ビジョンの翻訳」「翻訳の支援」「業務プロセスへの

埋め込み」を一体的に機能させる運用へ再設計することである。 

図 3 三観点の連動と学習還流から見た BIPROGY への示唆 

 

出所：筆者作成 
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7．提案：「Vision2030 実践化プログラム」 

以上を踏まえ、本 GP は、既存の経営方針、対話活動、制度、現場実践を三観点から見直

し、日常判断と学習還流へつなぐ「Vision2030実践化プログラム」を提案する。 

本プログラムは、次の五施策で構成される。 

第一は「事業別ビジョン具体化」である。Vision2030 を全社共通の理念として示すだけ

でなく、事業や部門ごとの顧客価値、競争優位、事業機会などに応じた具体的な判断言語へ

翻訳し、現場で活用できる形にする。 

第二は「ミドル翻訳・対話支援」である。対話ガイドや判断の問い、社内コーチ、推進部

門による伴走支援などを整備し、ミドルマネージャーが部門内で Vision2030 を主体的に解

釈し、実践できるよう支援する。 

第三は「判断プロセスへの組み込み」である。投資判断、案件審査、年度計画、目標設定、

人事評価などに、Vision2030 との整合性を確認する問いを組み込み、日常の意思決定の中

で自然にビジョンが参照される仕組みを構築する。 

第四は「実践知の可視化・横展開」である。成功事例だけでなく失敗事例も含めた実践知

を蓄積・共有し、部門を超えて活用できる知識資産として組織全体へ展開する。 

第五は「学習還流・継続改善」である。定期的なサーベイや振り返りを実施し、現場で得

られた成果や課題を戦略や制度の改善へ反映することで、ビジョンの運用を継続的に見直

す仕組みを構築する。 

導入にあたっては、まず限定部門で試行し、その成果や課題を評価しながら対象範囲を段

階的に拡大する。運用状況については、成果指標だけでなく、プロセスや運用品質も継続的

に評価し、必要に応じて制度を改善していくことが重要である。 

図 4 Vision2030 実践化プログラムの 5 施策と導入ロードマップ 

 

 
出所：筆者作成 



2026 年度夏期 グラデュエーションペーパー予稿 

9 
 

8．結論：「掲げるビジョン」から「判断基準としてのビジョン」へ 

8．1 本 GPの結論と貢献 

本 GP では、BIPROGY の Vision2030 が日常判断に十分活用されていない要因を分析した。

その結果、課題は社員の認知や理解の問題だけではなく、「ビジョンの翻訳」「翻訳の支援」

「業務プロセスへの埋め込み」が相互に十分連動しておらず、さらに、実践から得られた学

びを継続的な改善へ反映する学習還流の仕組みが十分に整備されていないことにあると考

えられた。 

また、味の素グループおよびオムロンの分析から、ビジョンを現場の判断に使える言葉へ

具体化し、ミドルマネジメントや現場による解釈と対話を支援し、会議、目標、投資、評価

等の業務プロセスへ組み込むことの重要性が確認された。加えて、実践の成果や課題を継続

的に見直しへ反映することが、ビジョンを判断の拠りどころとして機能させる有力な条件

であることが示唆された。 

したがって、Vision2030 を日常判断の拠りどころとして機能させるためには、三つの観

点を個別に進めるのではなく、ビジョンの具体化、解釈と対話の支援、業務プロセスへの組

み込み、実践から得られた学びの還流を、一つの流れとして継続的に運用する必要がある。 

本 GPの独自性・貢献は、理念やビジョンの浸透を認知や共感の向上にとどめず、組織の

日常判断を支える機能として捉え直し、その実現条件を三観点の連動と学習還流として構

造化した点にある。さらに、その考え方を具体的な実践方法である「Vision2030 実践化プ

ログラム」としてまとめ、組織への導入プロセスまで提示した点にも特徴がある。 

8．2 今後の実践と継続的改善 

本 GP は、インタビュー対象や分析対象企業が限定されており、提案したプログラムにつ

いても実証的な検証は今後の課題である。今後は、調査対象を拡大するとともに、実際の導

入・運用を通じて有効性を検証し、ビジョンを組織の意思決定へ定着させるための条件をさ

らに明らかにしていく必要がある。 

BIPROGY では、まず限定した部門でプログラムを導入し、現場の反応や負荷、日常判断の

変化を確認しながら、施策を見直していく。重要なのは、一度の取り組みで成果を求めるの

ではなく、実践、振り返り、改善を繰り返し、継続することである。そこで得られた成果や

課題を次の実践へつなげ、適用する部門や対象を段階的に広げることで、BIPROGYに適した

仕組みへ発展させていく。 
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